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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 

１．商号 

浜銀ＴＴ証券株式会社 

 

２．登録年月日（登録番号） 

    平成 20 年 7 月 23 日（ 関東財務局長（金商）第 1977 号） 

 

３．沿革及び経営の組織 

  (1) 会社の沿革                    （平成 30 年 3月 31 日現在） 

年   月 沿     革 

平成 20 年 5 月 会社設立（資本金 5,000 万円） 

平成 20 年 7 月 金融商品取引業者として登録 

平成 20 年 9 月 資本金を 1億 4,700 万円に増資 

平成 20 年 10 月 日本証券業協会へ加入 

平成 20 年 11 月 

資本金を 33 億 798 万円に増資 

東海東京証券㈱より神奈川県内 6支店を分割承継 

本店営業部およびカスタマーサポートセンターを開設 

㈱横浜銀行と金融商品仲介業務委託契約締結 

平成 21 年 7 月 中山支店開設 

平成 21 年 10 月 小田原支店開設 

平成 22 年 8 月 厚木支店開設 

平成 22 年 10 月 あざみ野支店および日吉支店を開設 

平成 22 年 11 月 カスタマーサポートセンターを本社内に移転 

平成 23 年 3 月 あざみ野支店玉川出張所開設 

平成 23 年 10 月 溝口支店開設 玉川出張所の母店を溝口支店に移管 

平成 23 年 11 月 大船支店鎌倉出張所開設 

平成 24 年 5 月 相模原支店相模大野出張所開設 

平成 24 年 9 月 
東海東京証券㈱より横浜支店を分割承継し、本店営業部に

統合 

平成 26 年 3 月 横須賀支店移転（横浜銀行横須賀支店と共同店舗化） 

平成 27 年 1 月 ㈱神奈川銀行と金融商品仲介業務委託契約締結 

平成 27 年 3 月 
鎌倉支店開設（大船支店鎌倉出張所を支店化） 

相模原支店移転（横浜銀行渕野辺支店と共同店舗化） 

平成 27 年 10 月 ㈱東日本銀行と金融商品仲介業務委託契約締結 

平成 29 年 12 月 本店営業部東京事務所開設 
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(2) 経営の組織 

（平成 30年 3月 31 日現在） 

 

〔営業店〕

本店営業部

　本店営業部東京事務所

二俣川支店

港南台支店

横須賀支店

大船支店

茅ヶ崎支店

相模原支店

　相模原支店相模大野出張所

中山支店

小田原支店

厚木支店

あざみ野支店

日吉支店

溝口支店

　溝口支店玉川出張所

鎌倉支店

常
務
執
行
役
員
管
理
本
部
長

企画総務部

人事室

業務
コンプライアンス部

監査部

営業統括部

監
査
役
会

監
査
役

（カスタマーサポートセンターを含む）

株
主
総
会

取
締
役
会

代
表
取
締
役
社
長

代
表
取
締
役
副
社
長

商品統括部

内
部
管
理
統
括
責
任
者

経
営
会
議

リ
ス
ク
管
理
委
員
会

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

委
員
会

常
務
取
締
役
営
業
本
部
長

営
業
本
部
副
本
部
長

 

 

 

 

４．株式の保有数の上位 10 位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等の

議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

（平成 30年 3月 31 日現在） 

氏名又は名称 保有株式数 割合 

 

１．㈱横浜銀行 

株 

360 

％ 

60.00 

２．東海東京ﾌｨﾅﾝｼｬﾙ・ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱ 240 40.00 

計     2  名 600 100.00 
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５．役員（外国法人にあっては、国内における代表者を含む。）の氏名又は名称 

（平成 30年 3月 31 日現在） 

役職名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

代表取締役社長 高野 健吾 有 常勤 

代表取締役副社長 林 雅則 有 常勤 

常務取締役 岡田 聡 無 常勤 

常勤監査役 石和 靖 無 常勤 

監査役 黒土 豊 無 非常勤 

監査役 吉田 稔 無 非常勤 

(注 1) 監査役のうち黒土 豊、吉田 稔の両氏は会社法第 2条第 16 号に定める社外監査役であり

ます。 

(注 2) 平成 30 年 4月 1日以降に変更のあった事項を 26 ページに記載しております。 

 

６．政令で定める使用人の氏名 

  (1) 金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その他の

規則をいう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、次長、課長そ

の他いかなる名称を有する者であるかどうかを問わず、当該業務を統括する者の権限を

代行し得る地位にある者を含む。）の氏名 

（平成 30年 3月 31 日現在） 

氏   名 役  職  名 

鹿田 忠孝 常務執行役員管理本部長 

萩尾 恭一 監査部長 

豊島 裕 業務コンプライアンス部長 

(注 1) 平成 30 年 4月 1日以降に変更のあった事項を 26 ページに記載しております。 

 

  (2) 投資助言・代理業（金融商品取引法（以下「法」という。）第 28条第 3項に規定する投

資助言・代理業をいう。）に関し、法第 29 条の 2第 1項第 8号の営業所又は事務所の業務

を統括する者（部長、次長、課長その他いかなる名称を有する者であるかどうかを問わず、

当該業務を統括する者の権限を代行し得る地位にある者を含む。）の氏名 

氏   名 役  職  名 

佐藤 圭介 商品統括部長 

(注) 当社は投資助言業務（法第 28 条第 6 項に規定する投資助言業務をいう。）及び投資運用業（同条

第４項に規定する投資運用業をいう。）は行っておりません。 
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７．業務の種別 

   (1) 金融商品取引業（法第 2条第 8項） 

業 務 の 種 別 

法第 2条第 8 項第 1 号から第 3号、第 9号、第 13 号、第 16 号及び第 17 号に定める行

為又は業務 

 

     (2) 金融商品取引業に付随する業務（法第 35条第 1項） 

業 務 の 種 別 

①有価証券の貸借業務 

②金商法第 156 条の 24第 1 項に規定する信用取引に付随する金銭の貸付け業務 

③保護預り有価証券担保貸付業務 

④有価証券に関する顧客の代理業務 

⑤受益証券に係る収益金、償還金又は解約金の支払いに係る代理業務 

⑥投資証券等に係る金銭の分配、払戻金若しくは残余財産の分配又は利息若しくは償還

金の支払に係る代理業務 

⑦累積投資契約の締結業務 

⑧有価証券に関連する情報の提供又は助言業務 

⑨他の金融商品取引業者等の業務の代理 

 

８．本店その他の営業所又は事務所（外国法人にあっては、本店及び国内における主たる営業所

又は事務所その他の営業所又は事務所）の名称及び所在地 

（平成 30年 3月 31 日現在） 

名   称 所  在  地 

本店 〒220-0012 横浜市西区みなとみらい 3-1-1 横浜銀行本店ビル 4F 

本店営業部 

東京事務所 
〒103-0027 東京都中央区日本橋3-11-2 東日本銀行本店ビル4F 

二俣川支店 〒241-0821 横浜市旭区二俣川1-3-2 二俣川相鉄ライフ4F 

港南台支店 〒234-0054 横浜市港南区港南台3-3-1 

横須賀支店 〒238-0007 横須賀市若松町2-4 横浜銀行横須賀支店5F 

大船支店 〒247-0056 鎌倉市大船1-26-27 ニッセイ大船ビル2F 

鎌倉支店 〒248-0006 鎌倉市小町1-6-21 横浜銀行鎌倉支店2F 

茅ヶ崎支店 〒253-0044 茅ヶ崎市新栄町8-5 山藤ビル2F 

相模原支店 〒252-0206 相模原市中央区淵野辺4-15-3 横浜銀行渕野辺支店1F 

相模原支店 

相模大野出張所 
〒252-0303 相模原市南区相模大野3-3-1-103 横浜銀行相模大野支店1F 

中山支店 〒226-0011 横浜市緑区中山町230-2 横浜銀行中山支店2F 

小田原支店 〒250-0011 小田原市栄町2-7-36 横浜銀行小田原支店3F 

厚木支店 〒243-0018 厚木市中町2-2-1 横浜銀行厚木支店2F 
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名   称 所  在  地 

あざみ野支店 〒225-0003 横浜市青葉区新石川1-4-3 横浜銀行あざみ野支店3F 

日吉支店 〒223-0061 横浜市港北区日吉2-5-2 横浜銀行日吉支店2F 

溝口支店 〒213-0001 川崎市高津区溝口1-11-3 横浜銀行溝口支店3F 

溝口支店 

玉川出張所 
〒158-0094 東京都世田谷区玉川2-21-1 横浜銀行玉川支店2F 

 

９．他に行っている事業の種類 

保険業法第 2条第 26 項に規定する保険募集に係る業務 

金融商品取引法第35条第2項第7号に規定する顧客に対し他の事業者のあっせん又は紹介

を行う業務 

 

10．苦情処理及び紛争解決の体制 

   当社は、下表の通り紛争解決等業務の種別ごとに苦情処理・紛争解決手続を実施するため

の措置を講じています。 

 

紛争解決等業務の種別 苦情処理措置及び紛争解決措置 

 

特定第一種金融商品取引業務 

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター

（FINMAC）と手続実施基本契約を締結する措置 

特定投資助言・代理業務 

【苦情処理措置】 

業務運営体制及び社内規則を整備する措置 

【紛争解決措置】 

東京弁護士会紛争解決センター、第一東京弁護士会仲裁セン

ター及び第二東京弁護士会仲裁センターを利用する措置 

 

 

11．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

日本証券業協会  平成 20 年 10 月 20 日加入 

 

12．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

   該当事項ありません 

 

13．加入する投資者保護基金の名称 

日本投資者保護基金  平成 20 年 7 月 23 日加入 
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Ⅱ．業務の状況に関する事項 

１．当期の業務の概要 

 

当事業年度におけるわが国経済を振り返りますと、個人消費は動きが緩慢ながらも、雇用

環境の改善が継続したことから回復基調となり、また、企業活動も設備投資や輸出、生産等

も持ち直しの動きが継続する等総じて堅調に推移し、景気は緩やかな上昇基調で推移いたし

ました。一方で、海外経済においては、米国の経済政策運営が国際金融市場に及ぼす影響や

北東アジア地域における地政学的リスクの高まりによる経済的な影響が懸念される中、先行

き不透明な状況で推移いたしました。 

 

株式流通市場につきましては、年度前半は、企業の好調な決算発表および６月の米国連邦

公開市場委員会（ＦＯＭＣ）の利上げ決定が大方の予想通りであったことなどにより、日経

平均株価は、堅調に推移いたしました。その後、８月の北朝鮮のミサイル発射などの影響に

より、一時的に下落したものの、９月は衆議院解散・総選挙の観測をきっかけに円安・株高

が進みました。10 月に入り、日経平均株価は 16 連騰（東京証券取引所開所以来初めて）な

ど上昇が続きましたが、１月 23 日の 24,124 円をピークに、円高の影響などもあり急落し、

年度末の終値は 21,454 円となりました。 

 

こうした環境のもと、当社は「銀行連携の強みを活かした顧客基盤の拡大および預り資産

の増強・多様化による収益構造の転換を通じ、グループ連結収益への安定的な寄与を目指す」

ことを当事業年度の業務運営における基本方針に掲げ、取り組みを行ってまいりました。こ

の結果、３月末の預り資産は 4,367 億円（前年度比 241 億円増）、当事業年度の純営業収益は

7,328 百万円（前年度比 1,018 百万円増）、販売費・一般管理費を差引いた営業利益は 1,995

百万円（前年度比 723 百万円増）、税引き後の当期純利益は 1,361 百万円（前年度比 497 百万

円増）となりました。 

 

（受入手数料） 

当事業年度の受入手数料の合計は 4,417,095 千円（前年度比 441,861 千円増）で内訳は次

の通りであります。 

 

① 委託手数料 

当社の株式の委託売買高 129,368 千株（前年度比 18,428 千株減）、委託売買金額は

184,823 百万円（前年度比 44,875 百万円増）となり、この結果、委託手数料は 1,622,903

千円（前年度比 291,380 千円増）となりました。 
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② 募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料 

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料は、投資信託の募集手数料が

1,228,991千円(前年度比66,698千円増)となり、募集・売出しの取扱手数料全体では

1,243,683千円(前年度比65,126千円増)となりました。 

 

③ その他の受入手数料 

外債・ＥＢ債等の募集にかかる受入手数料は 987,152 千円(前年度比 62,146 千円増)、

投資信託の代行手数料・外国投信販売手数料は 558,105 千円(前年度比 22,913 千円増)と

なるなど、その他の受入手数料は合計で 1,550,508 千円(前年度比 85,355 千円増)を計上

いたしました。 

 

なお、受入手数料の商品別内訳は、次のとおりであります。 

 

 期  別 

 

 

区  分 

第  ７  期 

（平成 26年 4 月 1日～ 

平成 27 年 3月 31 日） 

第  ８  期 

（平成 27年 4月 1日～ 

平成 28 年 3月 31 日） 

第  ９  期 

（平成 28年 4月 1日～ 

平成 29 年 3月 31 日） 

第  １０  期 

（平成 29年 4月 1日～ 

平成 30 年 3月 31 日） 

 構成比  構成比  構成比  構成比 

株  券 

千円 

1,030,362

   

％ 

15.9  

千円 

1,132,154

   

％ 

23.2 

千円 

1,172,401

   

％ 

29.5 

千円 

1,558,057

   

％ 

35.3  

債  券 

千円 

2,065,556

   

％ 

31.8  

千円 

1,526,674

   

％ 

31.3  

千円 

 934,317

   

％ 

23.5  

千円 

 989,375

   

％ 

22.4  

受益証券 

千円 

3,389,713

   

％ 

52.2  

千円 

2,212,993 
％ 

45.4 

千円 

1,866,089 
％ 

46.9 

千円 

1,868,129

   

％ 

42.3  

そ の 他 

千円 

  8,696

   

％ 

0.1  

千円 

  5,389

   

％ 

0.1  

千円 

  2,425

   

％ 

0.1  

千円 

  1,532

   

％ 

0.0  

合   計 

千円 

6,494,329

   

％ 

100  

千円 

4,877,211

   

％ 

100  

千円 

3,975,234

   

％ 

100  

千円 

4,417,095

   

％ 

100  

 

（トレーディング損益） 

当事業年度の外国株式・債券等の売買にかかるトレーディング損益は 2,900,414 千円（前

年度比 570,922 千円増）の利益を計上しました。なお、当社は相場又は指標の変動等を利用

する自己取引は行っておりません。 
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なお、トレーディング損益の内訳は、次のとおりであります。 

 

 期  別 

 

 

区  分 

第  7  期 

（平成 26年 4 月 1日～ 

平成 27 年 3月 31 日） 

第  8  期 

（平成 27年 4月 1日～ 

平成 28 年 3月 31 日） 

第  ９  期 

（平成 28年 4月 1日～ 

平成 29 年 3月 31 日） 

第  １０  期 

（平成 29年 4月 1日～ 

平成 30 年 3月 31 日） 

 構成比  構成比  構成比  構成比 

株券等トレ

ーディング

損益 

千円 

 610,271

   

％ 

31.4  

千円 

1,078,488

   

％ 

47.0  

千円 

1,079,872

   

％ 

46.4  

千円 

799,770 

 

％ 

27.6  

債券等トレ

ーディング

損益 

千円 

1,286,277

   

％ 

66.2  

千円 

1,191,272

   

％ 

51.9  

千円 

1,231,521

   

％ 

52.8  

千円 

2,061,123

   

％ 

71.1  

その他のト

レーディン

グ損益 

千円 

 45,860

   

％ 

2.4  

千円 

 24,220

   

％ 

1.1  

千円 

 18,097

   

％ 

0.8  

千円 

 39,519

   

％ 

1.3  

合   計 

千円 

1,942,409

   

％ 

100  

千円 

2,293,981

   

％ 

100  

千円 

2,329,492

   

％ 

100  

千円 

2,900,414

   

％ 

100  

 

（金融収支） 

当事業年度の金融収益は、44,487 千円(前年度比 23,281 千円増)となりました。金融費用

は、33,847 千円(前年度比 18,781 千円増)となり、差引の金融収支は 10,640 千円（前年度比

4,501 千円増）の利益を計上いたしました。 

 

（販売費及び一般管理費） 

当事業年度の販売費及び一般管理費は、5,332,713 千円（前年度比 294,051 千円増）とな

りました。主な内訳は、紹介手数料や銀行等への支払い手数料等の取引関係費 1,901,938 千

円(前年度比 299,392 千円増）、人件費 1,936,883 千円（前年度比 89,276 千円増）、不動産関

係費 309,872 千円（前年度比 295 千円減）、事務費 909,872 千円（前年度比 14,450 千円減）、

減価償却費 124,976 千円（前年度比 91,067 千円減）であります。 

 

（営業外損益） 

当事業年度の営業外収益は、2,028 千円(前年度比 711 千円減)となりました。また、営業

外費用は 26 千円（前年度同額）となりました。 

 

（特別損失） 

当事業年度の特別損失は、主に金融商品取引責任準備金繰入であり、1,920 千円となりま

した。 
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２．業務の状況を示す指標 

(1) 経営成績等の推移 

（単位：百万円） 

 平成 28 年 3 月期 平成 29 年 3 月期 平成 30 年 3 月期 

資本金 3,307 3,307 3,307 

発行済株式総数 600 株 600 株 600 株 

営業収益 7,197 6,325 7,361 

（受入手数料） 4,877 3,975 4,417 

 （（委託手数料）） 1,399 1,331 1,622 

 （（引受け・売出し・特定投資家向

け売付け勧誘等の手数料）） 
0 0 0 

（（募集・売出し・特定投資家向け売

付け勧誘等の取扱い手数料）） 
1,344 1,178 1,243 

 （（その他の受入手数料）） 2,133 1,465 1,550 

（トレーディング損益） 2,293 2,329 2,900 

 （（株券等）） 1,078 1,079 799 

 （（債券等）） 1,191 1,231 2,061 

 （（その他）） 24 18 39 

純営業収益 7,181 6,310 7,328 

経常損益 1,943 1,274 1,997 

当期純損益 1,274 864 1,361 

 

 

(2) 有価証券引受・売買等の状況 

① 株券の売買高の推移 

（単位：百万円） 

 平成 28 年 3 月期 平成 29 年 3 月期 平成 30 年 3 月期 

自   己 0 0 0 

委   託 208,242 203,205 232,039 

計 208,242 203,205 232,039 

(注) 上場不動産投信、外国株式を含む 
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② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定機関投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の

募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況 

（単位：百万円） 

区   分 引受高 売出高 

特定投資 

家向け売 

付け勧誘 

等の総額 

募集の 

取扱高 

売出しの

取扱高 

私募の 

取扱高 

特定投資家 

向け売付け 

勧誘等の取 

扱高 

平 

成 

28 

年 

３ 

月 

期 

株券 - - - 185 902 - - 

国債証券 -  - 166  - - 

地方債証券 -  - 530  - - 

特殊債券 - - - - - - - 

社債券 - - - 689 - 26,465 - 

受益証券    412 - - - 

その他 - - - - - - - 

合 計 - - - 1,984 902 26,465 - 

平 

成 

29 

年 

３ 

月 

期 

株券 - - - 265 323 - - 

国債証券 -  - 58  - - 

地方債証券 -  - 30  - - 

特殊債券 - - - - - - - 

社債券 - - - 1,424 - 26,857 - 

受益証券    1,351 - - - 

その他 - - - - - - - 

合 計 - - - 3,129 323 26,857 - 

平 

成 

30 

年 

３ 

月 

期 

株券 - - - 300 993 - - 

国債証券 -  - 153  - - 

地方債証券 -  - 30  - - 

特殊債券 - - - - - - - 

社債券 - - - 454 - 57,619 - 

受益証券    1,196 - - - 

その他 - - - - - - - 

合 計 - - - 2,134 993 57,619 - 

(注) 外国有価証券を含む。 
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(3) その他業務の状況 

保険業法第 2条第 26 項に規定する保険募集に係る業務 

（単位：百万円） 

 平成 28 年 3 月期 平成 29 年 3 月期 平成 30 年 3 月期 

保険募集手数料 4 2 1 

 

(4) 自己資本規制比率の状況 

（単位：％、百万円） 

 平成 28 年 3 月期 平成 29 年 3 月期 平成 30 年 3 月期 

自己資本規制比率（Ａ／Ｂ

×100） 
621.5% 767.2% 718.1% 

固定化されていない自己

資本（Ａ） 
9,879 10,510 11,294 

リスク相当額（Ｂ） 1,589 1,369 1,572 

 

市場リスク相当額 50 77 94 

取引先リスク相当額 161 183 200 

基礎的リスク相当額 1,377 1,109 1,277 

 

(5) 使用人の総数及び外務員の総数 

（単位：名） 

 平成 28 年 3 月期 平成 29 年 3 月期 平成 30 年 3 月期 

使用人 243 249 254 

（うち外務員） 240 247 252 
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Ⅲ．財産の状況に関する事項 

１．経理の状況(２期分) 

 

（1）貸借対照表 

（単位：千円） 

資 産 の 部 

科 目 
第９期 

平成 29 年３月 31 日現在 

第１０期 

平成 30 年３月 31 日現在 

流 動 資 産 16,899,849 19,317,840 

現 金 ・ 預 金 11,314,419 11,478,285 

預 託 金 3,600,000 4,100,000 

約 定 見 返 勘 定 445,852 387,966 

信 用 取 引 資 産 916,639 2,011,823 

信 用 取 引 貸 付 金 906,245 1,994,891 

信用取引借証券担保金 10,394 16,932 

立 替 金 8,750 3,311 

短 期 差 入 保 証 金 360,000 1,080,000 

短 期 貸 付 金 2,323 2,497 

前 払 費 用 12,205 11,194 

未 収 入 金 46,767 9,152 

未 収 収 益 101,664 120,031 

繰 延 税 金 資 産 91,228 113,578 

固 定 資 産 337,506 237,607 

有 形 固 定 資 産 90,420 78,828 

建 物 46,846 40,136 

器 具 ・ 備 品 43,574 38,692 

無 形 固 定 資 産 134,343 47,243 

ソ フ ト ウ エ ア 64,611 42,066 

電 話 加 入 権 5,182 5,177 

の れ ん 64,549 － 

投 資 そ の 他 の 資 産 112,742 111,534 

長 期 差 入 保 証 金 109,965 110,045 

長 期 前 払 費 用 2,776 1,489 

資 産 合 計 17,237,356 19,555,447 
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（単位：千円） 

負 債 の 部 

科 目 
第９期 

平成 29 年３月 31 日現在 

第１０期 

平成 30 年３月 31 日現在 

流 動 負 債 5,901,514 7,277,480 

信 用 取 引 負 債 916,639 2,011,823 

信 用 取 引 借 入 金 906,245 1,994,891 

信用取引貸証券受入金 10,394 16,932 

預 り 金 4,167,951 4,074,805 

受 入 保 証 金 64,922 138,837 

未 払 金 21,842 31,840 

未 払 費 用 277,439 270,879 

未 払 法 人 税 等 216,504 483,848 

賞 与 引 当 金 230,000 258,000 

役 員 賞 与 引 当 金 6,214 7,446 

固 定 負 債 43,810 54,316 

退 職 給 付 引 当 金 43,810 54,316 

特 別 法 上 の 準 備 金 16,746 18,666 

金融商品取引責任準備金 16,746 18,666 

負 債 合 計 5,962,071 7,350,463 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 11,275,284 12,204,984 

資 本 金 3,307,980 3,307,980 

資 本 剰 余 金 3,577,286 3,577,286 

資 本 準 備 金 3,307,980 3,307,980 

その他の資本剰余金 269,306 269,306 

利 益 剰 余 金 4,390,017 5,319,717 

そ の 他 利 益 剰 余 金 4,390,017 5,319,717 

繰越利益剰余金 4,390,017 5,319,717 

純 資 産 合 計 11,275,284 12,204,984 

負 債 ・ 純 資 産 合 計 17,237,356 19,555,447 
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（2）損益計算書 

（単位：千円） 

科  目 

第９期 

自 平成28年４月１日 

至 平成29年３月31日 

第１０期 

自 平成29年４月１日 

至 平成30年３月31日 

営業収益 6,325,932 7,361,996 

受入手数料 3,975,234 4,417,095 

委託手数料 1,331,523 1,622,903 

募集･売出し・特定投資家向け売

付け勧誘等の取扱手数料 
1,178,557 1,243,683 

その他の受入手数料 1,465,153 1,550,508 

トレーディング損益 2,329,492 2,900,414 

金融収益 21,206 44,487 

金融費用 15,066 33,847 

純営業収益 6,310,866 7,328,149 

販売費・一般管理費 5,038,662 5,332,713 

取引関係費 1,602,546 1,901,938 

人件費 1,847,607 1,936,883 

不動産関係費 310,167 309,872 

事務費 924,322 909,872 

減価償却費 216,043 124,976 

租税公課 80,677 90,608 

その他 57,296 58,561 

営業利益 1,272,203 1,995,436 

営業外収益 2,739 2,028 

営業外費用 26 26 

経常利益 1,274,916 1,997,438 

特別損失 1,429 1,920 

金融商品取引責任準備金繰入 750 1,920 

固定資産除却損 678 0 

税引前当期純利益 1,273,487 1,995,518 

法人税、住民税及び事業税 435,958 656,168 

法人税等調整額 △27,104 △22,350 

当期純利益 864,632 1,361,699 
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(3) 株主資本等変動計算書 

平成 28 年４月１日～平成 29年３月 31日 

（単位：千円） 

 

株  主  資  本 

純資産合計 
資 本 金 

資 本 剰 余 金 利益剰余金 

株主資本 
合計 資本準備金 

その他 

資本剰余金 

資本剰余金

合計 

その他 
利益剰余金 

繰越利益 

剰余金 

当 期 首 残 高 3,307,980 3,307,980 269,306 3,577,286 4,161,385 11,046,652 11,046,652 

当 期 変 動 額        

 
剰余金の配当     △636,000 △636,000 △636,000 

当 期 純 利 益     864,632 864,632 864,632 

当期変動額合計 ― ― ― ― 228,632 228,632 228,632 

当 期 末 残 高 3,307,980 3,307,980 269,306 3,577,286 4,390,017 11,275,284 11,275,284 

 

平成 29 年４月１日～平成 30年３月 31日 

（単位：千円） 

 

株  主  資  本 

純資産合計 
資 本 金 

資 本 剰 余 金 利益剰余金 

株主資本 
合計 資本準備金 

その他 

資本剰余金 

資本剰余金

合計 

その他 
利益剰余金 

繰越利益 
剰余金 

当 期 首 残 高 3,307,980 3,307,980 269,306 3,577,286 4,390,017 11,275,284 11,275,284 

当 期 変 動 額        

 
剰余金の配当     △432,000 △432,000 △432,000 

当 期 純 利 益     1,361,699 1,361,699 1,361,699 

当期変動額合計     929,699 929,699 929,699 

当 期 末 残 高 3,307,980 3,307,980 269,306 3,577,286 5,319,717 12,204,984 12,204,984 
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(4) 注記事項 

 [財務諸表について] 

当社の財務諸表は、「会社計算規則」（平成 18 年２月７日 法務省令第 13 号）の規定のほ

か、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成 19 年総理府令第 52号）及び「有価証券関

連業経理の統一に関する規則」（昭和 49年 11 月 14 日付日本証券業協会理事会決議）に準拠

して作成しております。 

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

［重要な会計方針］ 

前事業年度（平成 29 年３月 31 日） 当事業年度（平成 30 年３月 31 日） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法） 

― 

２．固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

定率法を採用しております。ただし、建物（平

成 28 年４月１日以後に取得した建物附属設備

及び構築物を含む）については、定額法を採用

しております。 

（2）無形固定資産 

自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。 

（3）長期前払費用 

毎期均等償却によっております。 

１．固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

同左 

 

 

 

（2）無形固定資産 

同左 

 

 

（3）長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 

（1）賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支

給見込額のうち当事業年度に帰属する額を計上

しております。 

（2）役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支給に備えるため、支給

見込額のうち当事業年度に帰属する額を計上し

ております。 

（3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度

末における自己都合退職による期末要支給額を

計上しております。 

３．引当金の計上基準 

（1）賞与引当金 

同左 

 

 

（2）役員賞与引当金 

同左 

 

 

（3）退職給付引当金 

同左 
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４．特別法上の準備金の計上基準 

金融商品取引責任準備金 

有価証券の売買その他の取引等に関して生じ

た事故による損失に備えるため、金融商品取引

法第 46条の５及び金融商品取引業等に関する内

閣府令第 175 条の規定に基づき計上しておりま

す。 

４．特別法上の準備金の計上基準 

金融商品取引責任準備金 

同左 

５．のれんの償却方法および償却期間 

のれんの償却については、５年間の定額法を

採用しております。 

５．のれんの償却方法および償却期間 

同左 

６．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方

式によっております。 

６．消費税等の会計処理 

同左 

 

［貸借対照表に関する注記］ 

前事業年度（平成 29 年３月 31 日） 当事業年度（平成 30 年３月 31 日） 

１．担保等として差入れをした有価証券及び差入れ

を受けた有価証券の時価額 

(1) 担保等として差入れをした有価証券の時価額 

信用取引貸証券 9,300 千円 

信用取引借入金の本担保証券 891,886 千円 

 

(2) 担保等として差入れを受けた有価証券の時価

額 

信用取引貸付金の本担保証券 891,886 千円 

信用取引借証券 9,300 千円 

受入保証金代用有価証券 655,969 千円 
 

１．担保等として差入れをした有価証券及び差入れ

を受けた有価証券の時価額 

(1) 担保等として差入れをした有価証券の時価額 

信用取引貸証券 16,841 千円 

信用取引借入金の本担保証券 1,779,364 千円 

 

(2) 担保等として差入れを受けた有価証券の時価

額 

信用取引貸付金の本担保証券 1,779,364 千円 

信用取引借証券 16,841 千円 

受入保証金代用有価証券 1,170,602 千円 
 

２．有形固定資産の減価償却累計額 

建物 80,855 千円 

器具備品 188,294 千円 

計 269,149 千円 
 

２．有形固定資産の減価償却累計額 

建物 87,565 千円 

器具備品 202,659 千円 

計 290,224 千円 
 

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 9,505,036 千円 

長期金銭債権 24,353 千円 

短期金銭債務 166,394 千円 
 

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 9,517,535 千円 

長期金銭債権 24,428 千円 

短期金銭債務 155,892 千円 
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［損益計算書に関する注記］ 

前事業年度（自平成 28 年４月１日 至平成 29 年 

３月 31 日） 

当事業年度（自平成 29 年４月１日 至平成 30 年３

月 31 日） 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

販売費・一般管理費 2,481,353 千円 

金融収益 158 千円 
 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

販売費・一般管理費 2,827,434 千円 

金融収益 615 千円 
 

 

［株主資本等変動計算書に関する注記］ 

前事業年度（自平成 28 年４月１日 至平成 29 年 

３月 31 日） 

当事業年度（自平成 29 年４月１日 至平成 30 年３

月 31 日） 

１．当事業年度末における発行済株式の総数 

普通株式  600 株 

１．当事業年度末における発行済株式の総数 

普通株式  600 株 

２．配当に関する事項 

(1) 当事業年度中の配当金支払額 

①株式の種類 普通株式 

②配当金の総額 636,000 千円 

③配当の原資 利益剰余金 

④一株当たりの配当額 1,060,000 円 

⑤基準日  平成 28 年３月 31 日 

⑥効力発生日 平成 28 年６月 22 日 

 

(2) 基準日が当事業年度に帰属する配当のうち、配

当の効力発生日が当事業年度の末日後となる

もの 

①株式の種類 普通株式 

②配当金の総額 432,000 千円 

③配当の原資 利益剰余金 

④一株当たりの配当額 720,000 円 

⑤基準日  平成 29 年３月 31 日 

⑥効力発生日 平成 29 年６月 20 日 
 

２．配当に関する事項 

(1) 当事業年度中の配当金支払額 

①株式の種類 普通株式 

②配当金の総額 432,000 千円 

③配当の原資 利益剰余金 

④一株当たりの配当額 720,000 円 

⑤基準日  平成 29 年３月 31 日 

⑥効力発生日 平成 29 年６月 20 日 

 

(2) 基準日が当事業年度に帰属する配当のうち、配

当の効力発生日が当事業年度の末日後となる

もの 

①株式の種類 普通株式 

②配当金の総額 680,400 千円 

③配当の原資 利益剰余金 

④一株当たりの配当額 1,134,000 円 

⑤基準日  平成 30 年３月 31 日 

⑥効力発生日 平成 30 年６月 26 日 
 

 

［１株当たり情報に関する注記］ 

当事業年度（自平成 28 年４月１日 至平成 29 年３

月 31 日） 

当事業年度（自平成 29 年４月１日 至平成 30 年３

月 31 日） 

１．１株当たり純資産額  18,792,140 円 83 銭 

２．１株当たり当期純利益   1,441,053 円 74 銭 

１．１株当たり純資産額  20,341,640 円 71 銭 

２．１株当たり当期純利益   2,269,499 円 88 銭 
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２．借入金の主要な借入先及び借入金額 

 

(1) 短期借入金 

該当事項はありません 

(2) 長期借入金 

該当事項はありません 

(3) 信用取引借入金 

（単位：百万円） 

平成 29 年３月 31 日 平成 30 年３月 31 日 

借入先 金額 借入先 金額 

東海東京証券㈱ 906 東海東京証券㈱ 1,994 

 

３．保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。）の

取得価額、時価及び評価損益 

 

（単位：百万円） 

 
平成 29 年３月期 平成 30 年３月期 

取得価額 時  価 評価損益 取得価額 時  価 評価損益 

１．流動資産       

 (1) 株券 - - - - - - 

 (2) 債券 - - - - - - 

 (3) その他 - - - - - - 

２．固定資産       

 (1) 株券 - - - - - - 

 (2) 債券 - - - - - - 

 (3) その他 - - - - - - 

合   計 - - - - - - 

(注) 該当する取引はございません。 
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４．デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）の契約

価額、時価及び評価損益 

(1) 先物取引・オプション取引の状況 

① 株式 

（単位：百万円） 

 
平成 29 年 3 月期 平成 30 年 3 月期 

契約価額 時  価 評価損益 契約価額 時  価 評価損益 

１．株価指数先物取引       

 (1) 売建 - - - - - - 

 (2) 買建 - - - - - - 

２．株価指数オプショ

ン取引 
      

 (1) 売建       

   ① コール - - - - - - 

   ② プット - - - - - - 

 (2) 買建       

   ① コール - - - - - - 

   ② プット - - - - - - 

(注) 該当する取引はございません。 

 

② 債券 

（単位：百万円） 

 
平成 29 年 3 月期 平成 30 年 3 月期 

契約価額 時  価 評価損益 契約価額 時  価 評価損益 

１．債券先物取引       

 (1) 売建 - - - - - - 

 (2) 買建 - - - - - - 

２．債券オプション取

引 
      

 (1) 売建       

   ① コール - - - - - - 

   ② プット - - - - - - 

 (2) 買建       

   ① コール - - - - - - 

   ② プット - - - - - - 

(注) 該当する取引はございません。 

 

(2) 有価証券店頭デリバティブ取引の状況 

当事業年度における有価証券店頭デリバティブ取引に関する該当事項はございません。 
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５．財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

当社は、平成 30 年３月期（平成 29年４月１日から平成 30 年３月 31 日まで）の貸借対照

表及び損益計算書並びに株主資本等変動計算書について、会計監査人である有限責任監査法

人トーマツによる会社法第 436 条第２項第１号に基づく監査を受け、監査報告書を受理して

おります。 
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Ⅳ．管理の状況 

１．内部管理の状況の概要 

  (1) 内部管理体制 

当社は、実効性ある法令等遵守態勢を確立するためコンプライアンス委員会を設置して

おり、さらに、コンプライアンスに関する全社的な課題を一元管理する主要な部署として

業務コンプライアンス部を設置しております。 

業務にかかる内部管理体制としては、日本証券業協会規則に基づく内部管理責任者及び

営業責任者を各部店に配置し、内部管理統括責任者を内部管理の責任者として、業務コン

プライアンス部において売買管理、コンプライアンスに関する日々の指導、モニタリング

等を行っております。 

 

業務コンプライアンス部の業務分掌は以下のとおり 

業務コンプライアンス部は、業務およびコンプライアンス全般の統括として、次の事項

を分掌する 

 Ａ．業務 

  ① 全部店の事務に関する事項 

  ② 営業部店の法定帳簿に関する事項 

  ③ 業務管理に係る企画、立案および調査に関する事項 

  ④ 事務処理要領の作成、運用・管理に関する事項 

  ⑤ 新商品および制度改正に伴う事務処理変更等に係る社内外への対応ならび

に調整に関する事項 

  ⑥ 業務処理に係る部店指導に関する事項 

  ⑦ 顧客の口座開設に係る審査および顧客取引状況の把握ならびに指導に関す

る事項 

  ⑧ アテンション口座の把握ならびに指導に関する事項 

  ⑨ 業務委託に関する事項 

  ⑩ 事務リスク管理に関する事項 

  ⑪ その他これらに付帯する事項 

 Ｂ．法務 

  ① 関係諸法令遵守等の法務に関する事項 

  ② 顧問弁護士の管理に関する事項 

  ③ 契約書等の法令チェックに関する事項 

  ④ 法務リスク管理に関する事項 

  ⑤ その他これらに付帯する事項 

 Ｃ．売買管理 

  ① 有価証券等の売買管理に関する事項 

  ② 主務官庁等への調査資料提出に関する事項 

  ③ 内部者取引の売買管理に関する事項 

  ④ 役職員の証券投資に関する事項 
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  ⑤ 5%ルールに係る届出および指導等の統括に関する事項 

  ⑥ 売買管理業務に係る諸規則・諸制度の制定および改廃に関する事項 

  ⑦ その他これらに付帯する事項 

 Ｄ．コンプライアンス 

  ① コンプライアンスに係る統括および指導に関する事項 

  ② 広告審査に関する事項 

  ③ 証券事故および顧客との紛争等の処理に関する部店への指導、弁護士への

委嘱、および主務官庁、業界団体への届出に関する事項 

  ④ 顧客の苦情処理、紛争処理等に関する事項 

  ⑤ コンプライアンス委員会の運営に関する事項 

  ⑥ その他これらに付帯する事項 

 Ｅ．システム 

  ① 全社的なシステム戦略の企画・立案に関する事項 

  ② 社内ネットワーク・システム全般に係る企画・開発および維持管理に関す

る事項 

  ③ システムリスク管理に関する事項 

  ④ その他これらに付帯する事項 

 Ｆ. その他 

  ①  所管業務に関する社員の教育・研修に関する事項 

 

また、法令等遵守、顧客保護、リスク管理等の観点から当社の内部管理態勢及び内部統

制の適切性・有効性を検証するため、監査部を執行部門から独立させ、その独立性と実効

性を確保しております。 

 

監査部の業務分掌は以下のとおり 

① 監査企画に関する事項 

② 監査規程等の社内規程策定に関する事項 

③ 業務検査に関する事項 

④ システム監査に関する事項 

⑤ 内部統制監査に関する事項 

⑥ 監査役の職務補助に関する事項 

⑦ その他これらに付帯する事項 
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２．分別管理等の状況 

 （1）金融商品取引法第 43条の２の規定に基づく分別管理の状況 

 

  ① 顧客分別金信託の状況 

（単位：百万円） 

項   目 
平成 29 年 3 月 31 日現在の 

金額 

平成 30 年 3 月 31 日現在の 

金額 

直近差替計算基準日の

顧客分別金必要額 
3,444 3,896 

期末日現在の顧客分別

金信託額 
3,600 4,100 

期末日現在の顧客分別

金必要額 
3,606 3,477 

 

  ② 有価証券の分別管理の状況 

    イ  保護預り等有価証券 

有価証券の種類 
平成 29 年 3 月 31 日現在 平成 30 年 3 月 31 日現在 

国 内 証 券 外 国 証 券 国 内 証 券 外 国 証 券 

株券 株数 175,474 千株 9,257 千株 142,818 千株 8,376 千株 

債券 額面金額 11,473 百万円 114,100 百万円 13,495 百万円 114,547 百万円 

受益証券 口数 178,222 百万口 3,139 百万口 167,724 百万口 3,323 百万口 

その他 

(外国株信託

受益証券) 

数量 - - 2,997,000 円 - 

 

    ロ  受入保証金代用有価証券 

有価証券の種類 
平成 29 年 3 月 31 日現在 平成 30 年 3 月 31 日現在 

数   量 数   量 

株券 株数 1,248 千株 1,002 千株 

債券 額面金額 1 百万円 10 百万円 

受益証券 口数 427 百万口 404 百万口 

その他 数量 -  -  

     (注) 母店証券会社に差し入れている代用有価証券は除く。 

    

    ハ  管理の状況 

       顧客の預り金や信用取引委託保証金などの金銭については、信託銀行に顧客分別金

信託として預託しております。また、顧客の有価証券については、自社保管分、外部

委託保管分（代行会社等）とも当社の自己財産と明確に分別して保管し、管理してお

ります。 
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管理区分 商品区分 管 理 場 所 管 理 方 法 

単純管理 株券 だいこう証券ビジネス 自己分と顧客分を区分 

混蔵管理 株券、債券、

受益証券 

取次ぎ母店、海外保管機関、

㈱証券保管振替機構、 

取次ぎ母店の帳簿及び当社の帳

簿にて自己分と顧客分を区分 

振替決済 株券、債券、

受益証券、 

日本銀行、㈱証券保管振替

機構 

口座管理機関において振替口座

簿にて管理 

 

  ③ 対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係る分別管理の状況 

     該当事項はございません。 

 

 （2）金融商品取引法第 43条の２の２の規定に基づく区分管理の状況 

     該当事項はございません。 

 

 （3）金融商品取引法第 43条の３の規定に基づく区分管理の状況 

      該当事項はございません。 

     

 

 

Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 

１．当社及びその子会社等の集団の構成 

   当事業年度における連結子会社等の状況に関する該当事項はございません。 

      

２．子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の額、事業の内容等 

商号又は名称 本店所在地 資本金 事業内容 
当社及び子会
社等の保有す
る議決権の数 

子会社等の総株主の
議決権に占める当該
保有する議決権の数
の割合 

 

該当事項なし 

 

 

百万円 

 

 

 

口 

 

％ 
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Ⅵ．当社の組織等に関する追記事項 

3 ページ記載の役員の氏名又は名称および政令で定める使用人の氏名につきまして、平成 30

年 7月 31 日現在の状況は以下のとおりでございます。 

 

５．役員（外国法人にあっては、国内における代表者を含む。）の氏名又は名称 

（平成 30年 7月 31 日現在） 

役職名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

代表取締役社長 高野 健吾 有 常勤 

代表取締役副社長 林 雅則  有 常勤 

常務取締役 小野崎 毅 無 常勤 

常勤監査役 石和 靖 無 常勤 

監査役 黒土 豊 無 非常勤 

監査役 吉田 稔 無 非常勤 

（注1） 小野崎毅氏は、平成 30 年 6 月 25 日開催の定時株主総会において取締役に選任され、同

日就任いたしました。また同日の取締役会において、常務取締役営業本部長に選定され、

同日就任いたしました。 

 

６．政令で定める使用人の氏名 

  (1) 金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その他の

規則をいう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、次長、課長そ

の他いかなる名称を有する者であるかどうかを問わず、当該業務を統括する者の権限を

代行し得る地位にある者を含む。）の氏名 

（平成 30年 7月 31 日現在） 

氏   名 役  職  名 

鹿田 忠孝 常務執行役員管理本部長 

剱持 峰宏 監査部長 

河野 浩治 業務コンプライアンス部長 

(注 1) 剱持峰宏氏は、平成 30 年 6月 1日付人事異動において監査部長に就任いたしました。 

(注 2) 河野浩治氏は、平成 30 年 4月 1日付人事異動において業務コンプライアンス部長に就任

いたしました。 

 

以  上 


